





































































年　代 技術の進歩と社会情勢 米．国 日　本 ドイツ イギリス
1879　エジソン、メンロパークの実験
1880 1882　ニューヨークで最初の電灯 1882　ロンドンで最初の電灯の会社
直流のよる小規模電灯システム 会社営業開始 1883ドイツ・エジソン社設立 営業開始
同年電灯法制定
1887　ベルリン電気会社〔BEW）設 ・電気事業に対する広範な
直流送電　対　交流送電の対立 1887東京電澄創立 立収益の一部分を市に上納 規制
1890 ひとつの都市内に、小規模事業者ｪ多数存在する状況 1889　神戸電灯設立　全国各地@　　方都市別の電力会社が誕生。 するかわりに、地域独占を認ﾟられる。（供給責任を負う∂ ・一闃匇ﾔ後、自治体が電C事業を強制的に買い取
多相交流を用いた電灯＋電力システム 1894年：11社
」 る権利を規定
1900 1908年；116社 自治体所有の電気事業者が相次い発電所の大型化による「規模の経済」 ユ930年：735社 で設立される。
の実現
技術力のある事業者が同一都市 ジーメンス・ハルスケ社とAEG社の































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































市場シェア 100％ 40～60％ （イメージ）T～15％
取引効率 ●一つのプールしかﾈく悪い場合あり
●複数プールにより
bﾜる
●相対のみの場合
謔閧熏bﾜる
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電力市場改革をめぐる3つの論点～プール、顧客の選択、外部性～（西村）
　電力市場改革に伴う二つ目の論点は「『顧
客の選択は本当に価格を下げるか」というも
のである。
　電力自由化の一一一i般的な論じられ方として，
『顧客に選択の権利を与え，競争を導入すれ
ば，電力価格は下がる』と言うものがある。
事実，他のネットワーク産業である電気通信
の分野では，多くの国で自由化に伴って大規
模企業顧客から小規模家庭用顧客に至るま
で，すべての顧客の料金が劇的に下がった。
　しかしながら，こと電力ビジネスに関する
限り，英国（イングランド・ウェールズ）や
米国・カリフォルニア州での『顧客の選択』
は，取り引き量の小さい家庭用顧客に関する
限り，価格の低下につながっておらず，電気
事業全体の効率化メリットは大規模顧客にほ
とんど配分されているのが実情である。こう
した問題は日本の電気事業改革論議の中で
『大口／小口のメリット配分問題』と呼ばれ
ているものであるが，ここでは特に小売市場
の全面自由化を行ったカリフォルニア州の現
状を見ながら，『顧客の選択』（＝自由化・競
争導入）が価格低下につながらないケースが
なぜありうるのかを考えたい。
（2）カルフォルニア電力改革の概要
　電力の小売市場の自由化が多くの国・地域
で大規模顧客から漸進的に行われているのに
対して，『すべての顧客に電力会社を選べる
権利を与える』という改革を最初から行って
いる国・地域は北欧諸国をはじめとしていく
つかあり，その中で最も世界の注目を浴びて
いるのは米国・カリフォルニア州のケースで
ある。
　カリフォルニアの電力供給はもともと当然
国営独占ではなく，3つの垂直統合型電力会
社（サザンカリフォルニア・エジソン＝現・
エジソンインターナショナル，パシフィック
ガス・アンド・エレクトリック・サンディエ
ゴ・ガス・アンド・エレクトリック）を中心
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に運営されていた。規制当局であるカリフォ
ルニア州公益事業規制委員会（CPUC）は，
カリフォルニア州独特のQF（認定施設，風
力等再生可能エネルギーの割高買取り）制度
の清算や州外の安い電気の取り込み，さらに
は既存電力会社の効率化を狙いに，1993年以
降，発電／送配電の分離，独立系統運用者
（ISO）の設立，プール・相対の併用等の改
革を進め，1998年4月から全面的に小売市場
の自由化（すべての顧客が電気の売り手を選
択できる）とpx（プール）市場の運用，相対
契約の併用を同時に開始した。X16
（3）カリフォルニア家庭用市場の現状
　これによって小売市場には260社の新規参
入小売事業者（カリフォルニアではESP＝エ
ネルギー・サービス・プロバイダーと呼んで
いる）が現れたが，顧客セグメント（顧客層）
別の状況を見ると，まず大規模工場・事務所
向け（通常大口分野と呼ぶ）でかなり活発な
顧客争奪戦が行われ，既存電力会社3社が約
30％の顧客を失った（ただし，この相当部分
は電力会社系列のESPが確保しており，『顧
客争奪戦で既存電力会社が負けた』という表
現は必ずしも正しくない）のに対し，逆に家
庭用向け（通常小口分野と呼ぶ）について見
ると，ほとんど顧客の乗換えは行われておら
ず，価格の低下は全く見られていない。カリ
フォルニアでは電力改革の成果を先取りさせ
るという名目で，現在料金値下げ債（レー
ト・リダクション・ボンド）を各電力会社が
発行し，それを原資に一律10％の家庭用値下
げを行っているがx17，それを上回る値下げ
を獲得した家庭顧客はほとんど存在しないの
である。その理由を地元の報道等からとりま
とめたものが表4だが，ここからは
　①新規参入者（ESP）が小口顧客に興味を
　　示さず，むしろ撤退・扱いたくないとい
　　う傾向にある
　②小口顧客側も，電力会社の切り替えの手
表3　カリフォルニアにおける住宅用市場競争の実情
現時点では模様眺めの状態
○住宅用需要家を相手にするESPの少なさ
　・ESP約260社に資料要求しても、返事があったのは13社、フォロ
　　ーがあったのはわずか1社という状況。
　・有力なESPであるエンロン社も、住宅用需要家向けビジネスか
　　らの撤退を表明。
○需要家自身の関心の低さ、情報不足
○価格低下幅の魅力の乏しさ
　・契約変更の手間に見合わないという意識。
○既存電力会社に対する信頼感
EEI電灯需要家モニター調査結果（1997年11月実施、全米対象）
・43％が「絶対に電力会社は変更しない」と回答。
→これまで問題がなかった、サービスが良かった　等が理由
・53％が「現在利用している電力会社は好ましい」と回答。
（出所）関西電力㈱企画室　資料
　　間に料金メリットを考えると魅力がない
　　と考えている
　といった傾向が見てとれる。カリフォルニ
アの小口顧客の団体は，こうした傾向を不満
とし，『電力改革によるメリットが大口顧客
に偏在している』として，小口料金を強制的
に引き下げるよう命ずる『提案9号（プロポ
ジション・ナイン）』と言われる命令案を議
会に提出したが，1998年11月の投票で否決さ
れ，この結果カリフォルニア州の小口市場は
完全な自由化・競争の導入にもかかわらず，
少なくとも競争の効果としては全く価格が下
がらないという状況が続いている。※18
（4）『顧客の選択』『自由化』の本質
　こうした『顧客セグメントが分かれており，
セグメントによっては競争が価格め低下を生
まないケース』を簡単なビジネス・モデルを
立てて考えてみよう。（図5）
　ここに新しい市場に参入しようとしている
企業があり，その事業は市場規模に対して小
さなもの（電力ESPの場合は各社はシェアは
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0ユ～2％程度，というのが妥当な線）であ
るとしよう。参入する側は，事業リスクとコ
ストを最小化し，短期的な収益最大化を図る
べく，彼等の強みである『既存電力会社より
も安く電気を調達・販売できる』という条件
を最大限生かせる基本戦略をとろうとする。
そのためには，顧客獲得コストの最小化，従
って最もコスト／期待収益比が高い顧客セグ
メントに特化する戦略がとられる可能性が大
きい。市場全体，つまり多様な顧客セグメン
テーションで既存電力会社と対等に競争しよ
うという戦略がとられないとすれば，新規参
入者が狙い，競争が活発化する顧客セグメン
トは以下のように特徴をもったものに限られ
る。
〈新規参入者が狙う顧客セグメント〉
　●既存電力会社が取引ボリューム・負荷率
　　等から見て高い料金をとっていた顧客層
　●セールスコストが相対的に小さく，顧客
　　獲得がコスト圧力にならない顧客層
　この2点から導き出される新規参入者の狙
うべき顧客層は，基本的にボリュームユーザ
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一（大口顧客）であり，逆に顧客側から見て
も大口顧客は価格要因によって売り手をスイ
ッチングする可能性が高い。逆に新規参入者
が小口顧客を狙えば，たとえ安い料金という
武器をもっていたとしても，
　●小口料金には大口での送電料金に加えて
　　配電料金がかかっており，競争要素以外
　　の価格ウェイトが大きいために，価格優
　　位カミつ1ナにくい
　●小口顧客は数が多く，一件あたりのマー
　　ケティングコストに比べて収益が小さい
　●小口顧客は一般に売り手選択の価格感応
　　度が低く，マーケティングが顧客獲得に
　　つながらないリスクがある。
　といった条件を考えると苦戦は必至であ
る。このことは，全米で最も既存電力会社と
全面的な競争を始めようとしているエンロン
社（電気・ガスの複合エネルギー会社を指向
する米国最大のガス＆IPP事業者）でさえ，
カリフォルニアの小口市場からの撤退を表明
したことに象徴的に現れている。
　こうした小ロ顧客の特徴は，ちょうど金融
自由化下での新規参入者がすべて一件あたり
の収益期待が大きい高額資産者層だけに集中
し，小さな資産の顧客向け分野を狙う者など
決して現れないことと良く似ている。たとえ
経済モデル上で競争導入・顧客の選択によっ
て価格低下効果が期待できるように見えて
も，戦略論・顧客セグメントを視野に入れ，
市場の特性（新規参入者は既存事業者と同じ
事業ドメインではなく必ず最も収益期待の高
い領域をクリーム・スキミングしてくる）を
勘案すれば，価格低下が非常に起こりにくい
ことはあきらかである。
　こうした『小口の実質非競争化』をさらに
言い換えれば次のようなことも成り立つ。す
なわち，
〈電力市場自由化の本質〉
○電気通信等に比べてイノベーションの
　スピードが遅く，新規参入者の参入・
　競争セグメントが限られている電力市
〈前提条件〉
図5　電力小売市場新規参入者の戦略デザイン
　　（力りフォルニア州　ESPのケース）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈顧客セグメント〉
○市場シェアは1社
　あたりO．5～2％
○投資リスクの最
　小化、収益最大
　化が必要。
　（収益基盤拡大
　のための長期的
　投資は行なわれ
　ない。）
○既存電力会社の
　平均コストよりも
　安く調達販売が
　可能。
〈基本戦略〉
○価格面の優位を最大
　限生かせる戦略
・顧客獲得コストの
最小化
　　↓　　　　　　・
　　　　　　　　　◎・顧客セグメントの特
化（絞り込み）
〈大口顧客〉　　　　　〈新規参入〉
°朧雛隻徽奪い◎
°電力会社へ支払う託送料特化
　は送電部分のみ
・価格感応度大きい
〈中規模顧客〉　　　　　〈新規参入〉
蝿騨たり取引量　△
・託送料は送電＋配電料金　条件合えば
・価格感応度やや大きい　　　参入
〈小口顧客〉　　　　　〈新規参入〉
°魏雛煕鼎さい×
・託送料は送電＋配電料金　最初から
・価格感応度小さく　　　　参入しない
既存電力会社ブランド強い
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場においては，『自由化』とは，顧客
の交渉力に合わせて価格・余剰を再分
配することに他ならない。
　事業スタイルが規制から自由に変わるとい
うことは，競争が戦略上働きやすい分野と，
働きにくい分野とで，従来なかった再分配が
行われることである。そのことを十分勘案せ
ずに『自由化』『競争．1という概念を用いる
と，電力市場の実相は見えなくなってしまう
だろう。また仮に小口料金の引き下げを政策
目的にするのならば，『顧客の選択』を与え
ることは決して優れた効果を持ち得る方策で
はないということも真実である。
4．電力市場改革と『外部性』の取り扱い
（1）電力改革市場における『外部性』問題
　電力市場改革における3つめの論点は『外
部性』をめぐるものである。
　『外部性』，すなわち市場システムで取り扱
えないものという概念が経済学に登場したの
は意外に早く，A．マーシャルの『経済学原
理』（1890年）においてである。典型的な外
部性の議論は，工場の廃液にように私的財市
場（廃液を出している企業）の限界費用と社
会的限界費用の間に乖離がある場合に外部不
経済が発生する，というものである。電力市
場改革において議論される『外部性』とは，
そうした純粋な私的限界費用と社会的限界費
用の乖離とはやや趣を異にするが，要は電力
会社（あるいは公営の電力供給体制内機関）
が独占時代に持っていた長期安定供給機能，
環境保全機能，エネルギー・セキュリティ上
必要なエネルギー源多様化機能，ユニバーサ
ルサービス機能等を，市場システムの導入以
降どのように取り扱っていくかということで
ある。すなわち一般の外部性の議論とは逆に，
これまで社会的限界費用まで内包する形でビ
ジネス行動をとっていた電力ビジネス体が私
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的限界費用に基づいて行動するように変革す
る場合に，これまで見えにくかった『外部性』
が表に出てくる，という文脈になる。また日
本における実際の電力改革論議の中では『外
部性』という経済学用語ではなく『公益性』
という用語が用いられ，例えば『効率性と公
益性を兼ね備えた日本型システムの構築を』
といった言い方がなされている。即
　通常経済学では，外部性を持った取引を
税・補助金といった内部化手法によって解決
しようとするか，規制や政策誘導によって外
部不経済を除去することが妥当かどうかが検
証される。ここでは，電力市場改革の過程で
課題とされている『ユニバーサルサービス』
『環境保全』『エネルギーセキュリティ（電源
多様化・原子力発電）』について，海外の電
力市場改革時の事例を引きながら基礎的な検
討を加えたい。
（2）ユニバーサル・サービス
　『どの地域でも同じ料金・条件で電気が買
える』というのが基本的なユニバーサルサー
ビスの考え方でありX　L’C｝，その過程では需要
密度が高い地域から低い地域への内部補助が
行われているのがあらゆるサービスの常態で
ある。これは電力に限った話ではなく，郵便
料金の全国一律制，電話料金（地域）の全国
一律性については郵政省が『郵政事業が民営
化されれば地方の郵便料金は約3倍』※L’t，
NTTが分割論議の際に『例えば四国等のレベ
ルで分割を行えば地域電話料金は大幅値上げ
が必要』といった論陣を張ったのは記憶に新
しい。経済学者の中では『市場メカニズムに
基づいた価格形勢＝地域格差の是認』という
方向の議論がある一方で，こうした問題に対
する国民感情は微妙である。
　しかしながら，『企業経営』ということに
視点を移してみたらどうだろうか。いわゆる
ユニバーサル・サービス的な考え方を持ち，
ある程度の内部補助をしながら全国一律料金
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を基本としている産業は，コンビニ・外食チ
ェーン・金融保険など少なくない。このうち
規制下にある金融保険を除くと，その動機は
おそらく『価格を差別化することによるコス
ト回避，ブランドへのダメージ回避』である
と推測される。強いブランドカと店舗網でビ
ジネスをする者にとって顧客によって説明の
つく地域別価格を設けるコスト・ブランドダ
メージは，地域別価格の追加収入を上回って
しまうのだ。
　電力ビジネス（特に前項で見た小ロビジネ
ス）は既存電力会社がフランチャイズ地域で
強いプランドカと競争力を持つビジネスであ
る。彼等がドミナントプレーヤーとして君臨
し続ける限り，ユニバーサルサービスの問題
は，彼等の中のコスト／メリット分析という
形で処理され，当面極端な地域別料金がとら
れる可能性は小さいと見るべきかも知れな
いo
（3）『環境保全』
　電力市場が競争的になり，短期的な市場メ
カニズムで電源配分が決定されることになる
と，そこで選ばれる電源（発電方式）は
　●大きな投資を必要とせず，短期間に投資
　　が回収できるもの
　●短期市場での価格競争力がある安い燃料
　　を使うもの
　ということになり，米国・英国市場におい
てはこの2つの理由によって石炭火力→天然
ガスコンバインドサイクル発電（CCGT）の
大規模なシフトが起こり，それが発電コスト
を下げ，かつ環境特性を良くしているという
好循環を生んでいるわけだが，ここで留意し
なければならないのは，『米国・英国には天
然ガス田とナショナル・ガス・パイプライン
網があり，新規参入者がCCGTを建設して市
場に参入することが極めて簡単だ』というこ
とである。現実に90年代に入って米国・英国
で新規に作られた電源は基本的にすべて
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CCGTであり，これらはあくまでナショナ
ル・ガス・パイプラインの存在を前提に優位
性を持っていると言える。
　翻って日本の事情を考えて見よう。いうま
でもなく日本は天然ガス田を持たず，世界で
唯一天然ガスを産出国で冷却・液化させて母
国まで運び，解凍・気化して発電用に大量利
用している国である。当然そのコストが相対
的に高く，またナショナル・ガス・パイプラ
インが存在していない（基本的には大都市近
郊のガス基地と都市圏内のネットワークしか
ない）という特徴を持っている。そのため電
力市場改革・競争導入を行った場合，基本的
には石炭・石油といった既存の電源構成の平
均よりも悪い環境特性の電源が投資先として
選ばれる。※22
　この傾向はすでに95年以降行われている卸
入札制度の入札結果にも現れており，入札に
成功した企業の多くが既存の土地を利用し，
燃料費の安さを武器にした石炭火力となって
いる。※23
　電力市場改革によってこうした外部不経済
が発生しつつある場合，これを内部化する方
法としては
　・炭素税，または環境特性にかかわる税の
　　新設
　・環境特性に優れた電源への補助金
　といったことが考えられるが，これを大規
模に導入してしまえば日本の場合，本来の
『安い電気を取り入れる』という改革の趣旨
さえあやしくなってしまう。環境特性を何よ
りも重要視するのならば，日本の既存電力会
社の発電ポートフォリオや設備形成に勝るも
のは（客観的データに基づく限り）存在しな
いからである。
　現在，当の電力会社を含む日本のエネルギ
ー業界は炭素税の導入に否定的であり，どち
らかというと企業の自主的努力で環境保全・
エネルギー効率利用を実現してきた日本にお
いて，環境にかかわる外部性の内部化は非常
に評判が悪いと言える。しかしながら，その
電力会社自体も改革が進み，取引形態が多元
化した市場の中で『合理的な利益最大化行動
をすれば短期的なコスト優位を持つ電源を発
電・仕入れし，結果として環境特性を悪くし
てしまう』というジレンマを抱えることは近
い将来必ず起きうることで，何らかの制度的
枠組みの議論が急がれるところである。
（4）『エネルギーセキュリティ（電源多様
　　化・原子力発電）』
　電力市場改革に伴って扱いを変更する必要
が生じるものの中で最も大きな問題は，おそ
らくエネルギーセキュリティにかかわる事
柄，中でも原子力発電である※L’4。原子力発
電自体は環境保全の問題とは違い，決して外
部性（すなわちエネルギー・セキュリティ確
保のための投資）だけのために存在している
わけではなく，ビジネス・ベースの発電技術
として（少なくとも日本や米国では）行われ
てきたものと位置付けられる。しかしながら，
電力市場が改革され，短期市場原理に基づく
競争がベースとなることによって，原子力に
ついて大きく2つの問題が生じる。一つは，
これまでの原子力発電への投資が，市場の変
化（市場価格の下落）によって回収不能（ス
トランディッド）になり，かつ廃棄物処理等
のバックエンドコストが捻出できなくなる等
『既存プラントにかかわる問題』，もう一つは
原子力発電がナショナル・エネルギー・セキ
ュリティ上不可欠なものだという前提に立っ
た場合，短期市場メカニズムの中では大きな
投資と長い回収期間を必要とする原子力への
投資が合理的な経営判断の下では行われなく
なる，という『新規原子力発電推進にかかわ
る問題』である。
　一つめの『既存プラントにかかわる問題』
は，それぞれの国の原子力のコスト構造，状
況によって全く異なる問題である。例えば英
国では，電力市場改革に伴って90年から電気
料金の約10％（のちに順次軽減）もの『化石
燃料課徴金』を徴収し，原子力会社のバック
表4　英国電力市場改革に伴なう化石燃料課徴金制度の概要
○化石燃料課徴金とは、英国での電気事業への競争導入に伴い、回収が見込めなくなった
　原子力のバックエンド費用を税方式で、電気料金に上乗せして顧客から徴収するもの。
○バックエンド費用としてカバーされるのは、
　①廃炉費用’
　②廃棄物処理費用
　③燃料再処理費用
○徴収総額は、電力市場の自由化が始まった90年から98年の8年間で、約80億ポンド（約1
　兆6千億円）。
○課徴金制度は当初バックエンド費用の積立を目的に導入されたが、実際は使途自由な資
　金として原子力会社に流れ、バックエンド費用の引当のみならず、BE民営化時の資産の
　評価損の処理にも利用された。また、実際のキャッシュの運用として新規設備建設費の
　無金利融資として利用されたほか、国債購入資金として政府に環流している。
（出所）関西電力㈱企画室　資料
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電力市場改革をめぐる3つの論点～プール、顧客の選択、外部性～（西村）
エンド費用，民営化の際の資産評価損処理等
に利用されたが，その総額は実に約800億ポ
ンド（1兆6千億円）にものぼっている（表
4）。また米国・カリフォルニア州の場合は，
原子力発電による電気をプール市場（カリフ
ォルニアではPXと呼ばれている）価格とは
違う事前契約単価で買い取るようルール化
し，発電所毎に2001年～2003年までの期間の
うちに投資の回収を終了することとしてい
る。※：’5
　しかしながら，日本の既存原子力プラント
が電力市場改革によって大きなタメージを受
け，大規模な投資回収スキームを作らなけれ
ばならない可能性は小さい。発電コスト水準
の高い日本国内ではバックエンドコストの不
確定という問題を除けば既存原子力プラント
の発電コストは十分競争的であり，既存原子
力に関する限り，市場の競争化自体について
はビジネスベースの考え方で対応することが
不可能ではないと見ることができる。
　しかしながら二つめの『新規原子力発電推
進にかかわる問題』についてはどうであろう
か。英国にしろ米国カリフォルニアにしろ，
電力市場改革に踏み切った国・地域では新規
の原子力プラント建設というオプションは完
全に放棄されている。そもそもナショナル・
ガス・パイプラインを有する地域において
は，『市場・競争こそがエネルギー・セキュ
リティだ』（市場環境と競争システムが整備
されていれば，一時的なエネルギー価格の高
騰や供給ショックが起こっても，新規参入者
がそれに対する拮抗力となってくれる）とい
う考え方が色濃くなっておりXL6，計画的なエ
ネルギー・セキュリティが必要だ，という感
覚自体が薄くなっている。それに加えて，民
間電力会社が中心である米国ではすでに80年
代から原子力発電プラント新設はほとんどス
トップしている。これは様々な理由があるが，
その一つは日本の電力会社と違って金融市場
での信用力が必ずしも十分でない米国の電力
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会社にとって，回収期間が長く大きな初期投
資を必要とする原子力が非常にとりにくい選
択になっていることがあり，競争導入によっ
てますますその傾向に拍車がかかるものと考
えられる。
　日本に原子力発電（の新規プラント）が必
要かどうか，という点に関しては様々な意見
があるし，エネルギー・セキュリティ論だけ
で必要だと言い切れるものではないが，少な
くとも地球環境問題への対応（CO2削減方策）
として原子力発電が有効なオプションとして
考えられている以上，一応その蓋然性は検討
されなければならない。ここまでの議論から
明らかなのは，たとえ原子力に関する社会の
反発・反対運動が全くなくなり，バックエン
ドコストがかなり透明になったとしても，
『競争市場下での経営オプションとして，巨
大投資と長い回収期間という特徴を持つ原子
力は選択されない』ということである。現在
すでに日本の電力会社は格付けを最上級から
1～2ランク下げられている。民間ビジネス
としての電力会社に原子力というオプション
に挑戦させ続けようとすれば，金融面・政策
面で何かの外部性担保が必要なのである。
一方，かといって原子力を民間から切り離し，
公的部門で運営してしまえば必ず新たな非効
率を生むということは動燃の一連の事件（経
済学的には公的部門のX非効率の一類型と見
られないこともない）が我々に教えることで
ある。この問題は，行政・国民・電力ビジネ
ス全体にオープンにした上で，次の議論のス
テップ，つまり
　●本当にエネルギーセキュリティは必要か
　●仮に必要ならば原子力の外部性をどう補
　　完するのか
　へ入っていかなければならないと思われ
る。それをしなければ，電力ビジネスはちゃ
んとした市場ベースのものに変革されず，既
存電力会社一行政の『小出しゲーム』，すな
わち経済学・戦略論的分析とはかなり距離の
ある，準地域独占電力会社を前提とした漸進
的な改革にならざるを得ない。原子力は日本
のエネルギーにとってそれほどの決定力を持
つ大きなセクターなのである。
5．まとめ（日本へのインプリケーション）
　本稿では非常に荒削りではあるが，世界の
電力市場改革の基本潮流をサーベイし，中心
的論点について経済学・経営戦略論に基礎分
析を行った。そこから出てくる示唆は，
　●プールがうまくワークし，電力市場改革
　　が資源配分最適化を達成するためには多
　　様な取引と価格拮抗力が必要。（強制プ
　　ール＝資源配分・価格両面で弱点）
　●『顧客の選択』は典型的経済モデルでは
　　必ず価格低下を生むが，ある条件下の戦
　　略行動を見れば全く価格を下げない場合
　　もある。（小売市場自由化への過度な期
　　待は禁物）
　●電力市場において既存事業者が持ってい
　　た『外部性』の議論を十分尽くさなけれ
　　ば，電力市場改革は前に進まない。
　といったものである。日本の電力市場改革
は，来春（2000年3月）の大口顧客の小売自
由化，さらにその3年後の制度検証と大きな
過渡期にあるわけだが※27，今回あげた3つの
論点はいずれも『3年後の検証』の焦点にな
るものである。海外の最先端動向を経済学・
戦略論両方の目で的確に捕らえながら，深い
思索をめぐらすことが益々重要になってきて
いると言えよう。
［注］
※1：電力規制改革に関する実証分析，海外
　の事例紹介としては，『電力規制改革～規
　制緩和の理論・実態・政策』（矢島正之，
　1998，東洋経済）が最も体系的かつ理論・
　実務両面にわたるもので，他に包括的な調
370
　査報告書として『欧米主要国における電気
　事業の規制緩和』（海外電力調査会1998），
　電気事業審議会基本政策部会資料として97
　年9月に公表された『電力構造改革～供給
　システム編』（1999，電力新報社）等が代
　表的である。また最新の各国動向を見るに
　は海外電力調査会の調査月報『海外電力』
　が毎年1月号に定期的な動向調査が掲載さ
　れている。
※2：当時系統・発電能力の拡張のために極
　端な資金不足に陥った米国電力会社は，結
　局発送電設備の購入の対価を株式で支払
　う，という形で重電メーカー下の持ち株会
　社の支配下となるか，大きな資本力を持つ
　金融資本に株を引き取らせることで資金調
　達を行ったため，これが持株会社の勢力拡
　大につながった。
※3：『国営・独占』の中にもイタリア・フ
　ランス・韓国のような完全1公社独占のス
　タイルをとる場合と英国，北欧・オセアニ
　アのように発送電公社＋地域別配電公社
　（または地方公営配電会社）のようなスタ
　イルをとる場合があり，厳密には一つの類
　型ではない。
※4：米国ではユ935年に発効した公益事業持
　株会社法（PUHCA）によって，以前のよ
　うな州域を超えた電力会社グループの形勢
　は実質的に禁じられ，（日本の9電力会社
　に比べると）比較的経済規模の小さな州単
　位で公益事業委員会の規制を受ける事業体
　制に移行，結果として規模の経済の不足や
　州別の電気料金の大きな格差につながった
　と言える。また日本では日本発送電＋9配
　電会社の時代を通じて，戦時下という特殊
　事情はあるものの，新規電源開発がほとん
　ど進捗しない等の非効率が見られた。
※5：例えば英国では，CEGB（中央電気公
　社）とその燃料供給元である石炭労働者組
　合の弱体化がサッチャー・メージャー政権
　の電力改革の大きな目的であったと言われ
電力市場改革をめぐる3つの論点～プール、顧客の選択、外部性～（西村）
　ている。
※6：『MARKETS　FOR　POWER』は
　PAUL．LJOSCOWとRICHARD．SHMALENSEEの
　共著による本で，『An　Analysisof　Electrical
　Utility　Deregulation』という副題がつけら
　れている。内容は
　1．電力産業の経済学的・工学的・歴史
　　的バックグラウンド
　2．電力規制緩和の展望，問題点，政策
　　の選択
　の2つに分かれて，実務の積み重ねの上
に立った競争モデルの可能性を示唆してお
り，それまで理論上の可能性のみを追及して
いた感が強かったミクロ経済学系の関連論文
と大きく趣を異にしていた。
※7：日本の電気事業の規模の経済性を計量
　手法を用いて検証しようとした例としては
　井澤（1983），中西・伊藤（1988），新庄・
　北坂（1989），中西・瀬尾（1989），根本
　（1993），伊藤（1998）等があるが，特徴的
　なTFP分析を行った伊藤（1998）以外の計
　測結果は，いずれも1970年代までは発電／
　送電／配電のすべての事業にわたって規模
　の経済性が認められ，80年代以降について
　は明確な規模の経済性が認められないとい
　うものである。ただし過去のデータセット
　を用いてこうした分析を行う限り，生産要
　素の投入が需要変動によって調整されにく
　い電気事業においては，こうした分析はア
　ウトプット側の電力需要の伸びだけに決定
　的な影響を受けてしまい，それが分析に影
　響していることは否定できないので，これ
　を持って『すでに電気事業の規模の経済は
　なくなっている』とは言い切れない。
※8：1995年時点で，カリフォルニアの電源
　の25％以上をコージェネ，風力等のQFが
　占め，その平均発電単価は8セント台
　（PG＆Eで8．02セント／kWh，　SCEで8．71セ
　ント／kWh）と平均発電単価（5～6セン
　ト／kWh）を30～60％上回っている。結果
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　的にこれが電気料金を大きく押し上げたと
　言える。
※9：99年現在，欧州で最も国営・独占に強
　いこだわりを示し，経営効率が高かったフ
　ランスEDFは水平的機能・会計分離に動き
　始め，同じくイタリアのENELも発電能力
　の半分を売却する方針が固まりつつある。
※10：英国プールの売り手・買い手の価格構
　成は以下のとおり。
　＜売り手＞
　psp（プール・セリング・プライス，
　　プールの卸売り価格）
　＝SMP（システム・マージナル・プライ
　　ス，入札結果のシステム限界価格）
　＋キャパシイ・エレメント
　（需給逼迫時のプレミアム）
　＋アップリフト（系統安定化サービスのた
　　めのコスト）
　〈買い手〉
　最終料金
　＝PSP＋送電料金（送電線使用料金）
※11：この英国型プールの価格の高止まりに
　ついては，従来ミクロ経済学的に『寡占』
　の説明が主として行われてきたが，筆者は
　『同質的行動の理論一既存研究のサーベ
　イー』（浅羽茂，学習院大学経済論集第36
　巻第1号）からインプリケーションを受け，
　このプール価格の高止まりを同質的行動の
　理論によって説明できるのではないかと考
　えた。上記の浅羽研究ノートによれば，ラ
　イバル関係にある企業が同質的行動をとる
　パターンとして
①外部環境変化への共通の対応
②資源の同一性
③競争回避動機
④リスクの最小化
⑤インフォメーション・カスケイド
　等を上げているが，このプールのケース
　はまさに同一の資源を持ち，競争と価格
　下落リスクによる固定費の回収不能化を
　恐れ，繰り返しゲームによって情報が共
　有されているという，同質化行動が極め
　て採られやすい状態に当てはまると考え
　られ，その上に立つなら英国規制当局が
　行っているような単なるプレーヤーの多
　元化によって問題が解決するとは言えな
　い。
※12：99年3月，学習院大学経済経営研究所
　主催のネットワーク型産業研究国際シンポ
　ジウムに参加した英国OFFERのアドバイ
　ザーの一人でもあるオックスフォード大学
　Regulatory　Policy　lnstituteのGeorge　Yarrow博
　士は，『個人的な見解』としながらも『プ
　ール価格を引き下げるためにはプールのや
　り方の改革だけでは不十分であり，相対契
　約を取り入れる必要がある』と強調した。
※13：北欧諸国で先物プールがうまく使わ
　れ，各国間に定着している理由として，八
　田達夫・東京大学教授は『ノルウェーのよ
　うに先物取引が国民経済の中にうまく浸透
　していることが大きな成功の条件』と説明
　している。
※14：こうした調整市場の機能は，英国では
　ナショナル・グリッド社の裁量で行われて
　おり，米国・カリフォルニア州の場合は需
　給が予想外の動きをした場合の待機電力や
　無効電力売買といったアンシラリー（系統
　安定に関する追加的な）サービスの売買を
　あらかじめ入札によって決定した上で，
　ISOの裁量に大きく依存している。その点
　で調整市場にも市場メカニズムを持ち込ん
　でいる北欧システムは非常に特徴的である
　と言える。
※15：州毎の電気料金格差が2～3倍にもな
　る米国では，卸電力市場とともに，価格変
　動リスクへの対応を目的とした電力先物取
　引所がニューヨーク（NYMEX）に置かれ
　ている。ここでは，全米の2つの接続ポイ
　ント（カリフォルニア・オレゴン州境とア
　リゾナ州バロベルデ電力中継所）での1か
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　月～1年程度の先物売買が1996年から行わ
　れており，いわゆるパワー・マーケター，
　電力会社（電力会社系パーワーマーケター
　も多い）等が参加している。
※16：カリフォルニア州の電力改革における
　利害関係者の交渉経緯は主に次のようなも
　のである。
　1993　州公益事業委員会が改革検討開始
　1994　州公益事業委員会が相対契約方式の
　5月　採用，発電／送配電分離を中心とし
　　　　た『ブルーブック』を提案
　1995 州公益事業委員会が前の案を翻し，
　9月　プールと顧客負担のストランディッ
　　　　ド・コスト回収を柱とする改革試案
　　　　を提案
　1995　SCEとCMA（大口顧客団体）がプ
　12月　一ル／相対併用，ストランデイッ
　　　　ド・コスト回収を柱とする合意覚書
　　　　（MOU）を発表して改革論議をリー
　　　　ド
　1995　州公益事業委員会がMOUをベース
　　　　とした最終改革案を発表
　1996　電力改革法案（AB　1890）可決
※17：値下げ債の償還期間は10年間で，金利
　収入への州税の免除，電力会社の債券発行
　収入の非課税等の特典が与えられている。
　ただし，値下げ債が借金による値下げの先
　取りで，移行期間（2001年まで）終了後値
　上げによって回収しなければならないこと
　に変わりはなく，持続的値下げが保証され
　た仕組みではない点に注意が必要である。
※18：『提案9号』の経緯に関する情報は海
　外電力調査会『海外電力』99年1月号P94
　～P95が詳細かつ正確である。
※19：日本の電力自由化論議の基本的スタン
　スは，自由化・競争導入による効率化とユ
　ニバーサルサービス，供給信頼度，エネル
　ギーセキュリティ・環境といった公益性の
　両立であるとされており，99年の制度改正
　でいわゆる全面自由化やプールが見送られ
電力市場改革をめぐる3つの論点～プール、顧客の選択、外部性～（西村）
　たのも，二つの両立という観点から問題が
　多いとされたものである。
※20：『ユニバーサルサービス』は，『全く
　同じ供給条件・料金』ということを必ずと
　も意味せず，例えば電気の場合，郡部等で
　新しく顧客に電気を供給する際，ある程度
　の距離を超える供給設備の新設工事につい
　て顧客負担（工事費負担金等）を行う制度
　を持っている。
※21：郵政審議会が98年に発表した『郵便局
　ビジョン2010・国民共有の生活インフラ～
　情報・安心・交流の拠点へ』の補論におい
　て，「郵便事業への民間参入を認め，仮に
　政令指定都市の大量郵便にだけ民間が現行
　の半額料金で参入，郵便も追随」という前
　提で「政令都市以外の地域の郵便料金は現
　行手紙80円→240円，はがき50円→150円と
　試算している。
※22：日本の既存電力会社の二酸化炭素排出
　量やSOx・NOx排出量は欧米の1／10～
　1／20程度の水準となっており，新規参入
　者がこのレベルに対する環境面での優位性
　を持つことは不可能である。
　（電気事業連合会資料による）
※23：電力業界が平成10～12年度の3度にわ
　たって行った卸入札結果によれば，全体の
　調達出力636万kWのうち，石炭火力は実に
　306万kW，48％を占めている。
※24：「日本の電力改革の行方は原子力をど
　う取り扱うかに集約される」という考え方
　は『電気事業の規制緩和と原子力発電』矢
　島正之，電力中央研究所報告，1997に最も
　明確に取りまとめられている。
※25：カリフォルニアで稼働中の原子力プラ
　ントは3つあり，それぞれの移行期間は
　・ディァプロ・キャニオン（PG＆E）～
　　1998→2001年の4年間
　・サン・オノフレ（SCE80％，　PG＆E20％）
　　～1998→2003年の6年間
　・パロヴェルデ（アリゾナ州，SCEが16％
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　　所有）～1998→2001年の4年間
　　となっている。
※26：90年代に入って日本政府に対して電気
　事業の発送配電分離・競争導入を数回にわ
　たって要請しているOECD本部，あるいは
　米国政府に特に強く見られる考え方であ
　る。
※27：電気事業審議会基本政策部会では，今
　回の法改正（部分自由化）と2000年3月の
　施行を受け，3年後に自由化範囲，プール
　制度の導入等を含めて再度議論することと
　している。
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